










International Financial Management and Responsibility Accounting:






















































　本研究にあたり、日本企業に対して 2001 年 10 月から 11 月にかけて、郵送で質問調査を実
施した。調査対象とした日本企業は、2001 年 4 月時点で東証１部市場に上場している製造業
（建設業を除く）で、連結売上高 400 億円以上の企業 599 社のうち経理・財務部門の宛先が
確定した 512 社である。
　調査票は、経理・財務部門の責任者あてに個人名で送付した。調査票を 512 社に送付した
うち、110 社から有効回答を得た。有効回答率は 21.5 %であった。
2.2.　回答企業の企業プロフィール
　回答企業の企業プロフィールは図表 2-1 の通りである。連結売上高の算術平均は 660 百万
円であり、中央値は 201 百万円である。算術平均と中央値が乖離しているのは、1 兆円を超え
る企業が 21 社含まれるためである。連結従業員数の算術平均は、17.7 千人、中央値は 5.8 千
人である。
　また、連結売上の海外子会社比率は、平均 2.3 %である。国内と海外子会社の間で相互調達
がある場合、それが連結売上に占める割合の平均は 9.2 %、中央値は 4 %である。相互調達が
あると回答した企業は全体の 110 社中 61 社（ 55 %）である。5 %以上と回答した企業は 35
社である。海外子会社間の相互調達がある場合、それが連結売上に占める割合の平均は 5.4 %、




　 ケース数 平均 25 %点 50 %点 75 %点 標準偏差
 連結売上高：百万円 110 660,509 85,848 201,512 703,998 1,236,057
 連結従業員数：人 110 　17,786 　2,578 　　5,802 　19,225 　　37,876
 連結売上の海外子会社比率 % 104 　　　2.3 　　　　1 　　　2 　　　3 　　　　1.7
 相互調達：国内海外 % 　74 　　　9.2 　　　0.5 　　　4 　　　12 　　　13.8






















　 　 国内事業部 国内子会社 海外子会社
1為替損益を認識した部門 53（59 %） 70（83 %） 76（86 %）
2本社（財務・経理部） 37（41 %） 13（15 %） 11（13 %）
3金融子会社
4地域統括会社等中核子会社 1　（1 %） 1　（1 %）
　計 90（100 %） 84（100 %） 88（100 %）
海外製造子会社 海外販売子会社 海外製造販売子会社
1レベニュー・センター 　1 　（1 %） 32（42 %） 　5 　（6 %）
2コスト・センター 32（43 %） 　0 　（0 %） 　2 　（3 %）
3プロフィット・センター 22（30 %） 32（42 %） 38 （48 %）
4インベストメント・センター 19（26 %） 12（16 %） 34 （43 %）
平均 2.8 2.3 3.3
標準偏差 0.8 1.2 0.8




















費配賦後利益」を１位とする会社は、21 %と事業部長の 1/2 しかない。第２に、海外マネジャ
ー目標では、「キャッシュフロー」、「投資利益率」を重視する会社が、事業部長目標と比較し



































売上高利益率 (ROS) 15 15 　4 34 79 　1 16 14 　9 39 85 　2 　─5 0.62
本社費配賦後利益 18 　5 　2 25 66 　2 35 12 　2 49 131 　1 ─24 0.00
売上高 11 12 　7 30 64 　3 11 18 　7 36 　76 　3 　─6 0.19
キャッシュ・フロー 　2 14 20 36 54 　4 　0 　9 16 25 　34 　5 　11 0.01
管理可能利益 14 　3 　5 22 53 　5 　9 　3 　3 15 　36 　4 　　7 0.10
投資利益率 (ROI) 　8 10 　6 24 50 　6 　1 　6 　7 14 　22 　8 　10 0.00
売上高成長率 　6 　5 　7 18 35 　7 　3 　5 10 18 　29 　6 　　0 0.48
市場シェア 　2 　7 　9 18 29 　8 　0 　5 　8 13 　18 10 　　5 0.08
品質 　3 　3 　4 10 19 　9 　2 　0 　3 　5 　　9 11 　　5 0.11
EVA 　4 　2 　1 　7 17 10 　4 　4 　4 12 　24 　7 　─5 0.20
コスト 　0 　3 　7 10 13 11 　1 　5 　7 13 　20 　9 　─3 0.13
顧客満足度 　1 　3 　3 　7 12 12 　2 　1 　3 　　7 12 　　4 0.30
資本回転率 　0 　1 　3 　4 　5 13 　0 　1 　2 　3 　　4 14 　　1 0.71
労働生産性 　0 　1 　2 　3 　4 14 　0 　1 　4 　5 　　6 13 　─2 0.57
設備生産性 　0 　0 　2 　2 　2 15 　0 　1 　0 　1 　　2 15 　　1 1.00
納期 　0 　0 　2 　2 　2 16 　0 　0 　1 　1 　　1 16 　　1 0.32
計 84 84 84 252 84 84 84 252















NO YES t-値 p 値
 売上高利益率（ROS） 41 % 37 % 　0.36 0.72
 管理可能利益 22 % 33 % ─1.03 0.31
 本社費配賦後事業部利益 39 % 26 % 　1.11 0.27
 投資利益率（ROI） 24 % 37 % ─1.11 0.27
 EVA 　7 % 15 % ─0.99 0.33
 売上高 44 % 22 % 　1.85 0.07
 売上高成長率 20 % 22 % ─0.27 0.79
 市場シェア 22 % 15 % 　0.72 0.47
 キャッシュ・フロー 39 % 41 % ─0.14 0.89
 資本回転率 　5 % 　4 % 　0.23 0.82
 労働生産性 　2 % 　4 % ─0.30 0.77
 設備生産性 　0 % 　4 % ─1.24 0.22
 品質 10 % 19 % ─1.04 0.30
 納期 　5 % 　0 % 　1.16 0.25
 コスト 10 % 15 % ─0.63 0.53
 顧客満足度 10 % 　7 % 　0.33 0.74





















について分散分析を行った。その結果、p 値は 0.02 であり統計的に有意であった。図表 4-4
に示す平均値のグラフをみると、進出初年が 1964 年以前のグループでは 63 %とさらに高く
なっている。
　なお、海外進出初年と会社の規模との間には、関係があることが想定される。そこで、海外
進出初年と連結売上高との相関をとると、相関係数は 0.44（Ｒ２= 0.196、p 値 = 0.00）であり
正の相関がある。ところが、海外進出初年と海外マネジャー目標との分析同様に、連結売上高
について 3 千億円を境に２グループに分け、海外マネジャー目標に関して平均値の差の検定































　売上高利益率（ROS） 0.44 0.37 　0.63 77 0.53 　0.63 76.8 0.53 0.87
　管理可能利益 0.24 0.32 ─0.71 77 0.48 ─0.70 75.2 0.48 0.62
　本社費配賦後事業部利益 0.34 0.26 　0.75 77 0.46 　0.75 77.0 0.45 0.66
　投資利益率（ROI） 0.22 0.32 ─0.96 77 0.34 ─0.96 74.2 0.34 0.47
　EVA 0.07 0.11 ─0.50 77 0.62 ─0.49 72.8 0.62 0.31
　売上高 0.44 0.29 　1.38 77 0.17 　1.38 77.0 0.17 0.59
　売上高成長率 0.20 0.24 ─0.45 77 0.66 ─0.44 75.4 0.66 0.66
　市場シェア 0.24 0.18 　0.64 77 0.53 　0.64 77.0 0.52 0.54
　キャッシュフロー 0.51 0.26 　2.31 77 0.02 　2.32 76.8 0.02 0.44
　資本回転率 0.05 0.03 　0.52 77 0.61 　0.52 73.6 0.60 0.07
　労働生産性 0.00 0.08 ─1.85 77 0.07 ─1.78 37.0 0.08 1.00
　設備生産性 0.00 0.05 ─1.49 77 0.14 ─1.43 37.0 0.16 1.00
　品質 0.07 0.16 ─1.18 77 0.24 ─1.16 66.5 0.25 0.04
　納期 0.00 0.05 ─1.49 77 0.14 ─1.43 37.0 0.16 1.00
　コスト 0.10 0.21 ─1.40 77 0.17 ─1.38 67.2 0.17 0.05

































　利用せず 52 37 33 45 44
　知らない 19 16 　5 11 11
　利用している 　9 27 41 24 23
　　資金コスト削減 　1 　1 20 　6 20
　　為替リスク削減 　8 22 15 12 　2
　　税コスト削減 　1 　4
　　資金・為替リスク削減 　3 　6 　2 　1
　　計 80 80 79 80 78
　利用率 11% 34% 52% 30% 29%












　　資金コスト削減 11% 　4% 49% 25% 87%
　　為替リスク削減 89% 81% 37% 50% 　9%
　　税コスト削減 　0% 　4% 　0% 17% 　0%








採用数のクロス分析を行った。その結果を、図表 5-2 に示す。GCMS 非採用のところを見る
と、成熟度の低いところが 23 社（79 %）と過半を占める。GCMS 採用が１つのみのところ










1963 以前 1964 以降 1974 以降 1984 以降 合計
0 　3 　4 　9 13 29
1 　2 　3 　5 　6 16
2 　3 　8 　2 　2 15
3 以上 11 　7 　1 　1 20
　計 19 22 17 22 80






２以上採用率 74 % 68 % 18 % 14 % 44 %
















　 GCMS１以下 GCMS２以上 t-値 df p 値
 売上高利益率（ROS） 0.78 1.06 ─1.02 78 0.31
 管理可能利益 0.60 0.74 ─0.54 78 0.59
 本社費配賦後事業部利益 0.82 0.83 ─0.02 78 0.98
 投資利益率（ROI） 0.80 0.40 　1.71 78 0.09
 EVA 0.31 0.09 　1.39 78 0.17
 売上高 0.64 0.83 ─0.73 78 0.47
 売上高成長率 0.22 0.49 ─1.48 78 0.14
 市場シェア 0.40 0.31 　0.50 78 0.62
 キャッシュ・フロー 0.47 0.86 ─2.05 78 0.04
 資本回転率 0.07 0.06 　0.14 78 0.89
 労働生産性 0.09 0.00 　1.47 78 0.15
 設備生産性 0.04 0.00 　1.26 78 0.21
 品質 0.36 0.09 　1.74 78 0.09
 納期 0.04 0.00 　1.26 78 0.21
 コスト 0.16 0.17 ─0.15 78 0.88
 顧客満足度 0.20 0.09 　0.96 78 0.34










会社は 59 %を占める。GCMS は、資金移動を伴うので資金、為替に影響を与えるのはある意
味当然である。一方、GCMS の利用目的で税コスト削減を目的とする会社が少ないにもかか
わらず、GCMS が業績にも影響を与えるとする会社が 18 %存在することは注目に値すると考
えられる。
図表 5-4　GCMSの業績評価、資金為替意識に与える影響影響
　つぎに、GCMS が海外子会社に影響する程度について、海外進出初年と GCMS の採用数そ
れぞれを２グループに分け、平均値の差の検定を行った。まず、図表 5-5 で海外進出初年と
GCMS の海外子会社への影響をみると、1974 年前後で２グループに分けた場合、海外子会社












1全く影響せず 26 （32%） 14 （17%）
2あまり影響せず 41 （50%） 20 （24%）
3やや影響する 14 （17%） 41 （50%）











位置する。しかし、図表 5-4 をみると、「かなり影響する」が 7 %、「どちらかというと影響す












　 1973 年以前 1974 年以降 t-値 自由度 p 値 レーベンの P 値
　海外子会社の業績
　への影響 1.67 2.14 ─2.95 76 0.004 0.329
　海外子会社の為替













　への影響 2.05 1.67 　2.34 77 0.022 0.509
　海外子会社の為替































　課税最小化方針 　7 % 30 % 51 % 12 % 100 %
　税目的の取引条件変更 11 % 42 % 39 % 　8 % 100 %


















 理  その他 合計
　違う 　1 0 　1 　0 1 0 　3
　やや違う 　6 2 　4 　4 0 0 16
　ややその通り 　8 2 　5 15 2 1 33
　その通り 　0 1 　1 　5 0 0 　7
　課税最小化　方針
　　合計 15 5 11 24 3 1 59
　違う 　2 0 　0 　0 2 0 　4
　やや違う 　9 2 　4 11 0 0 26
　ややその通り 　4 2 　6 11 1 1 25
　その通り 　0 1 　1 　2 0 0 　4
　税目的の取　引条件変更
　　合計 15 5 11 24 3 1 59
　違う 　4 0 　1 　4 2 0 11
　やや違う 　7 2 　8 10 1 1 29
　ややその通り 　4 2 　2 　8 0 0 16
　その通り 　0 1 　0 　2 0 0 　3
海外の税金の取り扱い
　税目的の全　体最適化優　先
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